
東海市告示第４７号 

 

令和７年度東海市補装具費福祉給付金支給要綱を次のように定める。 

 

令和７年４月１日 

 

                     東海市長 花 田 勝 重     

 

令和７年度東海市補装具費福祉給付金支給要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、補装具の購入、借受け又は修理（以下「購入等」という。）に要

した費用について、補装具費を支給される就学前障がい児の保護者に対し、福祉給

付金を支給することにより、その者の福祉の増進を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

 就学前障がい児 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第４条第２項に規

定する障がい児のうち小学校就学の始期に達するまでのものをいう。 

 保護者 児童福祉法第６条に規定する保護者をいう。 

 福祉給付金支給対象外金額 別表に掲げる額をいう。 

 （対象者） 

第３条 補装具費福祉給付金（以下「福祉給付金」という。）の支給の対象となる者（以

下「対象者」という。）は、東海市内に住所を有し、障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）

第７６条第１項の規定により補装具の購入等に要した費用に係る補装具費を支給さ

れる就学前障がい児の保護者とする。 

 （福祉給付金の額） 

第４条 福祉給付金の額は、厚生労働大臣が定める基準により算定された補装具の購

入等に要した費用の額の１００分の１０に相当する額又は障害者の日常生活及び



社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号）第４３

条の３に定める額のどちらか低い額において、福祉給付金支給対象外金額を超えた

額とする。ただし、超えた額が１００円に満たない場合は支給しない。 

 （福祉給付金の支給申請） 

第５条 福祉給付金の支給を受けようとする対象者（以下「申請者」という。）は、福

祉給付金支給申請書（以下「申請書」という。）を市長に提出しなければならない。 

 （福祉給付金の支給） 

第６条 市長は、前条の申請書を受理したときは、第３条に規定する対象者の要件を

審査の上、適当と認めるときは、福祉給付金の支給を決定し、補装具費支給決定通

知書及び補装具費支給券と併せて、補装具費福祉給付金支給決定通知書及び補装具

費福祉給付金支給券により当該申請者に通知するものとする。 

２ 前項の補装具費福祉給付金支給決定通知書及び補装具費福祉給付金支給券には、

別表に規定する福祉給付金支給対象外金額を記載する。 

３ 福祉給付金の支給は、補装具費の支給と併せて行う。 

４ 福祉給付金は、支給決定を受けた者が当該補装具を受領したときは、当該支給決

定を受けた者に代わり、当該補装具費支給決定通知書に記載された補装具業者に支

払うものとする。 

５ 前項の規定による支払があったときは、支給決定を受けた者に対し福祉給付金の

支給があったものとみなす。 

 （不正利得の返還） 

第７条 市長は、偽りその他不正の行為により福祉給付金の支給を受けた者があると

きは、その者から、その支給を受けた額に相当する金額の全部又は一部を返還させ

ることができる。 

（受給権の保護） 

第８条 福祉給付金の支給を受ける権利は、譲渡し、担保に供し、又は差し押さえる

ことができない。 

（報告） 

第９条 市長は、福祉給付金の支給に関し、必要と認めるときは、福祉給付金の支給

を受けようとする者又は受けた者及び補装具業者に対し、必要な事項の報告を求め

ることができる。 



 （雑則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

 附 則 

この要綱は、告示の日から施行する。 



別表（第２条関係） 

世帯階層区分 福祉給付金支給対象外金額

（月額） 

単位：円 

基準額 加算額 

Ａ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４

号）による被保護世帯（単給世帯を含

む。） 

０ ０ 

Ｂ Ａ階層を除き、当該年度分（４月１日か

ら６月３０日までの間は、前年度分。以

下同じ。）の市町村民税非課税世帯 

１，１００ １１０ 

Ｃ１ Ａ階層及びＢ階

層を除き、前年分

（１月１日から

６月３０日まで

の間は、前前年分

。以下同じ。）の所

得税非課税世帯

であって、次の区

分に該当するも

の 

当該年度分の市町村

民税所得割非課税

（均等割のみ課税） 

２，２５０ ２３０ 

Ｃ２ 当該年度分の市町村

民税所得割課税 

２，９００ ２９０ 

Ｄ１ Ａ階層及びＢ階

層を除き、前年分

の所得税課税世

帯であって、その

所得税の額の年

額が次の区分に

該当するもの 

４，８００円以下 ３，４５０ ３５０ 

Ｄ２ ４，８０１円以上

９，６００円以下 

３，８００ ３８０ 

Ｄ３ ９，６０１円以上１

６，８００円以下 

４，２５０ ４３０ 

Ｄ４ １６，８０１円以上

２４，０００円以下 

４，７００ ４７０ 

Ｄ５ ２４，００１円以上 ５，５００ ５５０ 



３２，４００円以下 

Ｄ６ ３２，４０１円以上

４２，０００円以下 

６，２５０ ６３０ 

Ｄ７ ４２，００１円以上

９２，４００円以下 

８，１００ ８１０ 

Ｄ８ ９２，４０１円以上

１２０，０００円以

下 

９，３５０ ９４０ 

Ｄ９ １２０，００１円以

上１５６，０００円

以下 

１１，５５０ １，１６０ 

Ｄ１０ １５６，００１円以

上１９８，０００円

以下 

１３，７５０ １，３８０ 

Ｄ１１ １９８，００１円以

上２８７，５００円

以下 

１７，８５０ １，７９０ 

Ｄ１２ ２８７，５０１円以

上３９７，０００円

以下 

２２，０００ ２，２００ 

Ｄ１３ ３９７，００１円以

上９２９，４００円

以下 

２６，１５０ ２，６２０ 

Ｄ１４ ９２９，４０１円以

上１，５００，００

０円以下 

４０，３５０ ４，０４０ 

Ｄ１５ １，５００，００１

円以上１，６５０，

０００円以下 

４２，５００ ４，２５０ 

 



Ｄ１６ １，６５０，００１

円以上２，２６０，

０００円以下 

５１，４５０ ５，１５０ 

Ｄ１７ ２，２６０，００１

円以上３，０００，

０００円以下 

６１，２５０ ６，１３０ 

Ｄ１８ ３，０００，００１

円以上３，９６０，

０００円以下 

７１，９００ ７，１９０ 

Ｄ１９ ３，９６０，００１

円以上 

全額 左の基準月

額の１０パ

ーセント。

ただし、そ

の額が８，

５６０円に

満たない場

合は、８，５

６０円 

備考 

１ この表及び備考において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めると

ころによる。 

    所得割 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第２号

に規定する所得割（同法第３２８条の規定により課する所得割を除く。）（こ

の所得割を計算する場合には、同法第３１４条の７から第３１４条の９まで

並びに附則第５条第３項、第５条の４第６項、第５条の４の２第５項、第５

条の５第２項、第７条の２第４項及び第５項、第７条の３第２項並びに第４

５条の規定は適用しないものとする。）をいう。 

    均等割 地方税法第２９２条第１項第１号に規定する均等割をいう。 

    所得税の額 所得税法(昭和４０年法律第３３号)、租税特別措置法(昭和３

２年法律第２６号)及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する

 



法律(昭和２２年法律第１７５号)の規定によって計算された所得税の額(こ

の所得税の額を計算する場合には、所得税法第７８条第１項（同条第２項第

１号、第２号（地方税法第３１４条の７第１項第２号に規定する寄附金に限

る。）及び第３号（同項第２号に規定する寄附金に限る。）に規定する寄附金

に限る。）第９２条第１項及び第９５条第１項から第３項まで、租税特別措置

法第４１条第１項、第２項、第６項及び第３０項、第４１条の２、第４１条

の３の２第１項、第２項、第５項及び第６項、第４１条の１９の２第１項、

第４１条の１９の３第１項及び第３項並びに第４１条の１９の４第１項及

び第３項、租税特別措置法等の一部を改正する法律(平成１０年法律第２３

号)附則第１２条、所得税法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第５号）

附則第５９条第１項及び第６０条第１項並びに所得税法等の一部を改正す

る法律（平成２８年法律第１５号）附則第７６条第１項、第７７条、第８０

条、第８１条及び第８２条第１項の規定は適用しないものとする。）をいう。 

２ 地方税法第３２３条に規定する市町村民税の減免があった場合には、その額

を所得割の額又は均等割の額から順次控除して得た額を所得割の額又は均等割

の額とする。 

３ 福祉給付金支給対象外金額が補装具の購入又は修理に要する費用の額を超え

るときは、当該費用をもって福祉給付金支給対象外金額とする。 

４ 前２号の規定により算出した額に１０円未満の端数が生じた場合は、当該端

数金額は、切り捨てるものとする。 


